
●噴火警戒レベルとは、噴火時などに危険な範囲や必要な防災対応を、レベル１から５の５段階
に区分したものです。

●対象となる火山が噴火警戒レベルのどの段階にあるかは、噴火警報等でお伝えします。

■富士山 噴火警戒レベルに応じた防災対応

TEL ： 03-6758-3900 （内線5189）　https://www.jma.go.jp/
■甲府地方気象台　TEL：055-222-9101

■静岡地方気象台　TEL：054-286-3521

■横浜地方気象台　TEL：045-621-1999
https://www.data.jma.go.jp/kofu/

https://www.data.jma.go.jp/shizuoka/

https://www.data.jma.go.jp/yokohama/

火山災害から身を守るために

■この図は、富士山火山避難基本計画（富士山火山防災対策協議会、令和５年３月）に基づいています。

■富士山の噴火警戒レベルは、富士山火山防災対策協議会において協議、作成されました。各レベルにおける具体的な規制範囲等については、地域防災計画等で
　定められていますので、詳細については富士山周辺の下記自治体にお問い合わせください。
　山梨県、富士吉田市、都留市、大月市、上野原市、身延町、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、静岡県、静岡市、沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市
  裾野市、清水町、長泉町、小山町、神奈川県、相模原市、小田原市、南足柄市、大井町、松田町、山北町、開成町
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この図は、国土地理院 「地理院地図」 を使用して作成しています。
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 【積雪期】 融雪型火山泥流の影響範囲のうち「融雪型火山泥流ハザードマップ（危険度区分）」
 において事前避難の必要な区域は、第２次避難対象エリアの避難開始に準じて避難を開始

噴火警戒レベル４ ： 　　避難行動要支援者、 一般住民とも避難
　　　　　　　　　　　 避難行動要支援者は避難

噴火警戒レベル３ : 入山規制、 観光客等は帰宅
　　　　　　　　　　　 避難行動要支援者、 一般住民とも避難

噴火警戒レベルに応じた各避難対象エリアにおける防災対応
● 噴火する前

● 噴火開始後

噴火警戒レベル１ ： 火山の状況に関する解説情報（臨時）発表時は、
　　　　　　　　   ５合目から上の登山者は下山

噴火警戒レベル５ ：　 　避難行動要支援者は避難準備

噴火警戒レベル２ ： （火山活動が活発化する過程では使用しない）

状況に応じて対象範囲を判断



富士山の噴火警戒レベル

居住地域に重大な被

害を及ぼす噴火が発

生、あるいは切迫し

ている状態にある。

居住地域に重大な被

害を及ぼす噴火が発

生すると予想される

（可能性が高まって

いる）。

居住地域の近くまで

重大な影響を及ぼす

（この範囲に入った

場合には生命に危険

が及ぶ）噴火が発生

、あるいは発生する

と予想される。

火山活動は静穏。

危険な居住地域

からの避難等が

必要。（状況に

応じて対象地域

を判断）

登山禁止・入山規
制等危険な地域
への立入規制等。

●噴火が発生。

宝永（1707年）噴火の事例

宝永（1707年）噴火の事例

宝永（1707年）噴火の事例

宝永（1707年）噴火の事例

その他の噴火事例

●体に感じる地震を含む顕著な地震活動、地殻変
動の加速、噴火開始後の噴火活動の高まり等、
居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が切迫して
いる。

●居住地域に影響しない程度の噴火が発生し、今後居
住地域に重大な被害を及ぼす噴火が予想される。

●地震増加 地殻変動 浅部の低周波地震や火山性
微動の断続的な発生など 火山活動の高まり

●明瞭な噴気の出現や地震活動の高まりなどが認めら
れる。

12月16日噴火開始：翌年　1月1日にかけて16日間噴火

　継続 大規模噴火 大量の火山灰等が広範囲に堆積

貞観噴火（864〜866年）:

　　北西山腹から大規模噴火、大量の溶岩を流出

12月15日朝〜16日午前（噴火開始前日〜直前）:

　　地震多発、東京など広域で揺れ

12月3日以降（噴火開始十数日前）: 山中のみで体に

　感じる地震が多発、鳴動がほぼ毎日あった

平成19年12月１日運用開始
令和５年３月29日改定

※１）富士山では、噴火の発生が予想される火山活動活発化の過程において、火口周辺のみに影響を及ぼす程度の噴火が発生
する場所を予測することは困難であるため、火山活動活発化の過程でレベル２は発表しない。

各レベルにおける具体的な規制範囲等については地域防災計画等で定められています。各市町村にお問い合わせください。

■最新の噴火警戒レベルは気象庁HPでもご覧になれます。
令和６年３月

気象庁
Japan Meteorological Agency
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警戒が必要な居
住地域での高齢
者等の要配慮者
の避難が必要。

 【レベル２の発表について】
火山活動が活発化する過程では使用せず※１ 火
山活動が低下する過程などにおいて レベル３～
５から引き下げる段階で 火山活動の状況に応じ
て発表する場合がある。

●火山活動が低下する過程などにおいて、居住地
域に影響しない程度の噴火の発生等。

●地震活動のさらなる活発化、顕著な地殻変動等によ
り、居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が予想さ
れる。

●火山活動は静穏（深部低周波地震の多発も含む）。

（火山の状況に関する解説情報 (臨時) 等※２を発表して

  お知らせする）

※２）レベルの引上げ基準に達していないが、今後レベルを引き上げる可能性があると判断した場合、「火山の状況に関する
解説情報（臨時）」を発表する。また、レベルを引き上げる可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活
動の状況を伝える必要があると判断した場合、「火山の状況に関する解説情報」を発表する。


